
　１．はじめに

　公共交通の利便性の向上を検討するために、多く

の地域で社会実験が実施されている１）。多くの場合、

社会実験中には従来と比べて高いサービスレベルが

設定され、そのもとでの地域住民の外出行動や公共

交通サービスに対する評価などといった住民の反応

がモニタリングされる。またその結果は、サービス

の本格的な実施を検討するための基礎的な情報とし

て活用される。このため、実験における住民の反応
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　社会実験における住民の反応は、実験前におけるサービスレベルに影響を受けていると

考えられる。しかし、どのような影響かについては相容れない見解がある。そこで本研究

では、住民の反応をAIDAモデルで表すとともに、公共交通が不便な地域でのバス交通の

社会実験を取り上げ、実験前におけるサービスレベルが低い住民は、そうでない住民と比

べて社会実験に注意や興味を持たないことを実証的に明らかにする。その原因を議論する

とともに、計画者がどのような視点で住民の反応を解釈する必要があるのかについて述べ

る。
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に関する計画者の理解は、本格運行時におけるサー

ビスを適切に設計するために不可欠である。

　実験における住民の反応には個々の住民の態度や

選好などに基づく個人差があるのは言うまでもない。

これに加え、実験前における地域特性の差も住民の

反応に影響を及ぼしていると考えられる。特に、そ

れぞれの地域のサービスレベルは異なっていること

が一般であり、その差異が反応になんらかの影響を

及ぼしうる。

　実験前のサービスレベルが住民の反応に及ぼす影

響については一見したところ相容れない二つの見解

があろう。一つは、従来サービスレベルの低さに起

因して実施したい活動ができなかったため、実験に

よって高いサービスレベルを住民が享受すれば直ち

に行動が顕在化するという考え方である。もう一つ

は、サービスレベルが低いと住民は公共交通に多く

を望まないようにし、また、それに多くを頼らない

生活を習慣として形成しており、それらが直ちに修

正されることはなく、よって直ちに行動も顕在化す

るわけではないという考え方である。これは、とり

わけサービスレベルが著しく低い地域に該当しう

る２，３）。実際にはこれらのどちらが正しいかという

ことはなく、どちらも想定される。しかし地域全体

でみてどちらがより見込まれるかは、住民の反応を

計画者がどのような視点から眺めるかを検討する上

で考慮に値する。

　以上は住民の反応として行動に焦点を当てて説明

したが、住民が公共交通を利用するという行動に至

るまでにはいくつかの段階がある。すなわち、それ

らの段階を乗り越えてはじめて行動として顕在化す

る。これらの段階は、マーケティング分野において

提案されているＡＩＤＡ（Ａｔｔｅｎｔｉｏｎ，Ｉｎｔｅｒｅｓｔ，Ｄｅｓｉｒｅ， 

Ａｃｔｉｏｎ）モデルで表すことができる。そこで本研究

では、これらの段階における住民の反応が実験前の

サービスレベルにどのような影響を受けているのか

を実証的に分析する。その際、実験前のサービスレ

ベルが異なる地区を抱えた自治体におけるバス交通

の社会実験を取り上げる。ただし、運行本数で言え

ば１日数本というわずかなサービスが実験前に提供

されている、いわば公共交通不便地域を対象とする。

　なお、本研究では社会実験の場面を取り上げるが、

そこでの議論は一般の公共交通サービスを変更する

場面にも共通するものである。社会実験を取り上げ

るのは、ここで着目している問題点が凝縮して出て

くるに過ぎない。

　２．ＡＩＤＡモデルの概要

　ＡＩＤＡモデルはマーケティングの分野で提唱され

ており、販売促進と関連した購買意思決定プロセス

を購買者の心理的な側面から示したものである４）。

公共交通の社会実験には公共交通サービスの「販売

促進」という意味合いがあるため、このモデルを援

用して住民の反応を検討するのは有用である。

　ＡＩＤＡモデルでは、購買者の心理プロセスをTable 

1に示す４段階で説明している。すなわち、購買者

は直ちに商品を購入するわけではなく、購入に至る

までにはいくつかの段階を経る。したがって、購入

（Table 1では行動 ） に至るまでのどこかの段階を越え

ることができなければ、購入に至ることはない。た

だしTable 1は一般的な文脈における整理であるた

め、本研究ではこれを公共交通の社会実験の場面に

解釈しなおす必要がある。それをTable 2に表す。

　ここに、「注意」とは、社会実験を行う主体である

自治体や報道機関などによる広報、広告等を通じて

社会実験が実施されている旨もしくはその予定に住

民が注意を払うことを意味する。「興味」は実験の

内容に住民が関心をもつことであり、その詳細を具

体的に知る動機を伴う。「欲求」は買物や通院とい

ったさまざまな活動目的を達成するために外出しよ

うという意欲をもつことである。「行動」とは、公

共交通を利用して外出することである。

　本研究では、実験前のサービスレベルが異なる地
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Table 1　ＡＩＤＡモデルにおける意思決定プロセスの段階

内容段階

広告等によりその商品に「注意」を払う注意（Ａｔｔｅｎｔｉｏｎ）

その商品に「興味」を覚える興味（Ｉｎｔｅｒｅｓｔ）

その商品を入手したいという「欲求」を
持つ欲求（Ｄｅｓｉｒｅ）

購入という「行動」をとる行動（Ａｃｔｉｏｎ）

Table 2　ＡＩＤＡモデルにおける意思決定プロセスの段階
　　　　（公共交通の社会実験の場合）

内容段階

消費者は広報等により社会実験における
公共交通サービスに「注意」を払う注意（Ａｔｔｅｎｔｉｏｎ）

その公共交通サービスに「興味」を覚え
る興味（Ｉｎｔｅｒｅｓｔ）

買物や通院などの目的に外出したいとい
う「欲求」を持つ欲求（Ｄｅｓｉｒｅ）

サービスを利用するという「行動」をと
る行動（Ａｃｔｉｏｎ）



域の住民に関して、実験中におけるこれら各段階の

反応にどのような差異が生じているのかを分析する。

特に「行動」という帰結に至るまでの段階に焦点を

当てる。具体的には、実験中において個人が注意を

払ったか、興味を持ったか、欲求を形成したかを質

的変数で表し、それが実験前のサービスレベルに影

響を受けているかを統計的に検定するアプローチを

とる。なお「行動」については次章に結果を示すに

とどめる。

　３．本研究で対象とする社会実験の概要

　３－１　平賀町の概要

　本研究では、青森県南津軽郡の旧平賀町（現在の

青森県平川市。以下、「平賀町」と記す）の社会実

験を対象とする。平賀町はFig.1に示すように、青

森県の南部、津軽平野の南端に位置し、人口は約

２３，０００人で人口の大半が町の西部地域に集中してい

る。弘南鉄道が弘前駅を起点に平賀駅を経由し黒石

駅まで、おおむね３０分間隔で運行している。社会実

験の開始前である平成１５年度における平賀町の西部

地域における路線バスは、都心部にある弘南鉄道平

賀駅を中心としたバス路線網が形成されていた。そ
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Fig. 1　平賀町の位置（平成１５年現在）

Table 3　平賀町の循環バスのサービスレベルの変遷

備考運賃バス停間隔

運行本数（本／日）

年月日
高頻度地区低頻度地区

唐竹・
広船線

新屋・
尾崎線

岩館・
大坊線

杉館・
松崎線

対距離制
（１４０円～４１０円）約５００ｍ間隔８８４０実験前

循環型に変更一律１００円約２００ｍ間隔１５１５１５１５Ｈ１６．４．１～
実験・第一期

逆回り新設一律１００円約２００ｍ間隔１４１４１４１４Ｈ１６．１１．１～
逆回り設定一律１００円約２００ｍ間隔８８４４Ｈ１７．４．１～

実験・第二期
逆回り設定一律１００円約２００ｍ間隔８８４４Ｈ１７．１２．１～
逆回り設定一律１００円約２００ｍ間隔８８４４Ｈ１８．４．１～本格実施第一期

杉館・松崎線　14.8km

新屋・尾崎線　13.6km

岩館・大坊線　18.7km 唐竹・広船線　17.3km

弘南鉄道 

バス路線案 

公共施設 
商業施設 

平賀町の境界 

凡例 

Fig. 2　平賀町循環バスの路線図



れに加え、地域のほぼ全体をカバーしている無料の

病院バスが１日当たり３、４本運行されていた。

　３－２　社会実験の概要

　平成１６年４月１日より、平賀町循環バスの社会実

験が開始された。それ以来、平成１６年１１月１日に運

行ダイヤならびに運行本数を、平成１７年４月１日に

運行ダイヤならびに運行本数を、平成１７年１２月１日

に運行ダイヤを見直した。これらの経緯はTable 3

のように整理できる。また Fig.2 は路線図である。

図中に四角で囲っている名称は主な目的地である。

以後、実験期間を大きく二つに分類し、実験前（平

成１６年４月１日以前）、実験第一期（平成１６年４月

１日～平成１７年３月３１日）、実験第二期（平成１７年

４月１日～平成１８年３月３１日）と呼ぶこととする。

実験前の状況については宮崎ら５） 、実験の詳細につ

いては菊池ら６）を参照されたい。ここでは第一期に

おいては大幅なサービスの向上、第二期においては

第一期と比べて大幅なサービスの低下があったこと

を確認するにとどめる。なお Table 3 に示すように、

運行本数を除くそれ以外のサービスレベルの要素は

各路線で同等である。このため、以下ではサービス

レベルとして運行本数に焦点を当てる。

　以後、実験前において比較的運行本数の少なかっ

た杉館・松崎線および岩館・大坊線の沿線地区を

「低頻度地区」、運行本数が多かった新屋・尾崎線お

よび唐竹・広船線の沿線地区を「高頻度地区」と呼

ぶ。平成１８年４月以降はサービスの本格実施がなさ

れており、第二期のサービスレベルで運行が継続さ

れている。本研究では、本格実施第一期と呼ぶ。

　３－３　アンケート調査の概要

　第二期の平成１７年１２月に平賀町の住民に対して、

実験前と第一期、第二期の交通行動を把握するため

に、バス沿線地区の全戸を対象に平賀町循環バスの

利用状況ならびに外出行動についてアンケートを実

施した。調査は、対象世帯全戸にポスティングによ

って配布を行い、回収は金沢大学宛に郵送回収方式

で行った。調査対象世帯数は５，９１３世帯、回収世帯

は９７８世帯、有効回収率は１６．５％である。また各世

帯から最大２票の調査票が回収されており、有効回

答数は１，４５４票であった。

　なお、有効回収率が１６．５％と低いが、以下の観点

により、分析に問題が生じないと考えた。すなわち、

アンケートの回答者の年齢構成と、平成１２年国勢調

査における年齢階層別人口構成とを比較したところ、

高齢者層の回答が多かった。多くの地方部において

そうであるように、本研究の対象地域においてもバ

ス交通の利用の主たる対象者は高齢者であり、その

点を踏まえると、有効回答率は低いものの、未回答

であるのはバス交通の利用がほとんど見込まれない

若年層であると考えられる。その層の人々はバスサ

ービスの実験にはほとんど反応しないと考えられる

ことから、その意味においては今回の分析結果は反

応が全ての住民の平均と比べて高めに出ていると思

われる。しかし、逆に言えば、その層を（完全にで

はないにせよ）省いた分析であると位置づければ、

以下の分析に直ちに問題が生じているわけではない。

　３－４　社会実験による「行動」段階の結果

　社会実験による「行動」の結果の一例として、社

会実験時における利用者数を取り上げる。沿線人口

あたり利用者数を Fig.3 に示す。平成１８年度の本格

実施第一期の利用者数については、１２月までのデー

タしか入手できなかったため、各年度間で比較する

ために、各年度とも４月から１２月のデータを対象と

した。以下で用いる「利用者数」とは、「沿線人口

あたりの利用者数」であることに留意されたい。

　実験第一期ではすべての地区においてサービスレ

ベルが同じであったにもかかわらず、高頻度地区の

方が低頻度地区よりも利用者数が多い。このことよ

り、実験前のサービスレベル（運行本数）が「行動」

になんらかの影響を及ぼしていると考えられる。な

お、地区別に運行本数に差異が生じた実験第二期以

降においては、第一期と比べて利用者数の差が拡大

したことが見て取れる。

　４．実験前のサービスレベルと住民の反応に

　　　関する実証分析

　以下では「注意」「興味」「欲求」の３段階におい

て、実験前のサービスレベルが異なる地域の住民に

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ 平成１９年１０月（　　）３４
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関して、実験におけるこれら各段階の反応にどのよ

うな差異が生じているのかを分析する。なお本研究

では、Fig.4に示すように、それぞれの段階を独立

して扱うのではなく、「注意」を持った人が「興味」

を持ち、「興味」を持った人が「欲求」を抱くとい

う考え方により分析を行った。その際、図の階層と

整合的になるように各段階の検討を個別に行った。

　４－１　各段階の定義

　社会実験による「注意」「興味」「欲求」の３段

階の結果の一例を示す。「注意」は、自治体や報道

機関などによる広報、広告等により社会実験につい

て住民が注意を払うことを意味する。人々は注意を

払っていることを必ずしも意識的に認識しているわ

けではないため、社会実験に注意を払っていたかを

直接住民にアンケートで尋ねても回答に窮する住民

が多いと考えられる。一方で、注意を払っていたと

すれば平賀町循環バスに関するなんらかのサービス

内容を知っているはずである。そこで本研究では、

平賀町循環バスに関する「料金」「自宅最寄りバス

停」「運行ルート」「利用方法」「運行時間帯」

「運行本数」「所要時間」「運行ダイヤ」「最終便

の時間」「始発便の時間」という１０項目のどれを知

っているかをアンケートで尋ね、それらのどれか一

つでも知っていれば社会実験に注意を払っていたと

した。

「興味」を持っている人は、社会実験の内容に関心

を持ち、その詳細を具体的に知ろうとする動機を持

つ。すなわち、実験のサービスがどのようなものか、

それが自分に有益かが関心となるはずである。

　しかし「注意」と同様に、社会実験に興味を持っ

ていたかを直接住民に尋ねても、興味を必ずしも意

識的に認識しているわけではないため、住民にとっ

て回答が容易ではない可能性が高い。そこで、平賀

町循環バスが自分に有益かを判断するための最低限

の情報を知っていることをもって興味を持っている

とした。具体的には、「自宅最寄りバス停」「運行ル

ート」「利用方法」という、バスを利用するか否かの

判断に必要不可欠の項目を取り上げ、それらすべて

を知っている場合に興味があるとした。なお、この

定義に従えば、「興味」を持っている人は、「注意」

を払っている人になるため、Fig.4の階層との整合

は図られる。

　次に「欲求」が形成されている人は、さまざまな

活動目的を達成するために外出しようという意欲を

形成している。そこで、アンケートにおいて「外出

したくなりましたか」という質問を設け、実験前後

における外出意欲の活性化の有無を尋ね、外出意欲

が活性化したかどうかを判断した。なお本研究では、

Fig . 4 の階層との整合を図るため、「興味」を持って

いる人を対象に外出意欲が活性化したかどうかを判

断した。さて、もし外出意欲が活性化した場合には、

実験中のサービスが外出意欲の創出に成功したこと

を意味するが、同時に、実験前にはその意欲が埋も

れていたことを意味する。すなわち谷本ら２）が指摘

しているように、実験前のサービスレベルが低けれ

ば、それに適応した形で外出意欲を形成しており、

外出意欲は不活性の状態にとどまっており、それが

実験中の高いサービスレベルに刺激されて活性化す

る。

　これらの段階における単純集計結果を Fig.5 に示

す。ただし、興味を持っている人は注意を払ってい

た人であり、外出意欲が向上した人は興味を持って

いた人であるとして、 Fig.4 に示す階層と整合的に

なるように各段階のサンプルを抽出した。

　その結果、注意を払った人、興味を持った人は実

験前のサービスレベルが高い高頻度地区でその割合

が高く、外出意欲が向上した人は、実験前のサービ

スレベルが低い低頻度地区でその割合が高い。なお、
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これらの差異は、統計的に有意ではないが、住民を

各属性に細分化して検討することで、それぞれの段

階において実験前のサービスレベルがなんらかの影

響を及ぼしている可能性を見出すことができると考

えられる。以下、この点を統計的に検証するための

モデルについて述べる。

　４－２　注意（Ａｔｔｅｎｔｉｏｎ）段階の検証方法

　前述の平賀町循環バスに関する１０項目のどれか一

つでも知っているか否か（知っているを１、知らな

いを０）という質的変数を被説明変数、実験前のサ

ービスレベルを説明変数の一つとした非集計バイナ

リープロビットモデルを構築した。その際、推計さ

れる説明変数の係数（パラメータ）が正であればそ

の変数の増加が被説明変数の増加に寄与するように

モデルを設定した。説明変数としては以下を用いた。

　Ｃｏｎｓｔ：定数項

　Ｓｅｎｄ：送迎族ならば１となるダミー変数

　Ｂｕｓ：公共交通族ならば１となるダミー変数

　Ｍａｎ：男性ならば１となるダミー変数

　Ａｇｅ：６０歳以上ならば１となるダミー変数

　Ｂｕｓ ｓｔｏｐ：自宅から最寄りバス停までの所要時間

が３分未満ならば１となるダミー変数

　Ｔ０：実験前の１日当たりの運行本数の対数

　これらの説明変数間の相関は十分に低く、多重共

線性は生じない（以後のモデルについても同様であ

る）。ここに、「公共交通族」とは交通手段の利用

環境に基づく属性である５）。これは、①自動車を

自由に利用することができるか、②自動車を自由に

利用できないが，気軽に送迎してもらえる環境にあ

るかという２点に着目し、地域住民を Table 4 に示

すマイカー族、送迎族、公共交通族の３種類に分類

したものである。

　プロビットモデルを推計した上で、実験前のサー

ビスレベルに関する係数が０であることを帰無仮説

として設定して検定を行い、その帰無仮説が棄却で

きれば実験前のサービスレベルは影響を及ぼしてい

たとした。なお以上の検証方法および説明変数は、

以後の他のモデルにおいても同様である。他のモデ

ルと区別するため、このモデルを「Ａｔｔｅｎｔｉｏｎモデル」

と呼ぶことにする。

　４－３　興味（Ｉｎｔｅｒｅｓｔ）段階の検証方法

「自宅最寄りバス停」「運行ルート」「利用方法」

の３項目すべてを知っているか否か（知っているを

１、知らないを０）という質的変数を被説明変数、

実験前のサービスレベルを説明変数の一つとした非

集計バイナリープロビットモデルを構築した。注意

を払うことに次いで興味を抱くというＡＩＤＡモデル

が示す段階に従い、ここでのモデルの推計に際して

は、社会実験に注意を払っていた人を対象とした。

以後、このモデルを「Ｉｎｔｅｒｅｓｔモデル」と呼ぶこと

にする。

　４－４　欲求（Ｄｅｓｉｒｅ）段階の検証方法

　外出意欲が活性化したか否か（活性化したを１、

活性化しなかったを０）という質的変数を被説明変

数、実験前のサービスレベルを説明変数の一つとし

た非集計バイナリープロビットモデルを構築した。

なお、興味を抱くことに次いで欲求を形成するとい

うＡＩＤＡモデルが示す段階に従い、ここでのモデル

の推計に際しては、社会実験に興味を持っていた人

を対象とした。他のモデルと区別するため、このモ

デルを「Ｄｅｓｉｒｅモデル」と呼ぶことにする。

　４－５　結果

「注意」「興味」「欲求」のそれぞれの段階の推計

結果をTable 5～7に示す。尤度比はいずれも０．２～

０．３であり、まずまずの適合度を示した。いずれの

モデルにおいても危険率５％以下の確率で有意であ
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Table 4　交通手段の利用環境属性の定義

交通手段の利用環境の状況

運転免許を持っており、自由に使える車を持
っている人マイカー族

運転免許を持っていても自由に使える車を持
っていない人や運転免許を持っていない人で、
気兼ねなく送迎を頼める人がいる人

送迎族

運転免許を持っていても自由に使える車を持
っていない人や運転免許を持っていない人で、
気兼ねなく送迎を頼むことができない人

公共交通族

Table 5　Ａｔｔｅｎｔｉｏｎモデルの結果

ｔ値パラメータ値説明変数
５．３７５　０．６６６７＊＊定数項
２．３０４　０．２８３４＊＊送迎族ダミー
４．６４３　０．５７６０＊＊公共交通族ダミー
０．１１６　０．０１１３性別ダミー
－７．４２７－０．７２８９＊＊６０歳以上ダミー
１．１７６　０．１０４３最寄りバス停ダミー
１．７５０　０．０８８２＊実験前のサービスレベル

－７４０．２８１２初期尤度
－５８４．９２９６最終尤度

０．２１０尤度比
７２．９％的中率
１，０６８サンプル数

注）＊＊：危険率５％以下の確率で有意、＊：危険率１０％以下の確
率で有意。



る説明変数はほぼ共通している。すなわち、送迎族

ダミー、公共交通族ダミー、実験前のサービスレベ

ルである。なお実験前のサービスレベルについては、

モデルによっては危険率１０％以下の確率で有意とな

っている。

　さて、このようにモデルが推計された解釈は以下

のようになろう。

　まずは「注意」「興味」段階について述べる。公

共交通族と送迎族のダミー変数の係数はいずれも正

である。公共交通族はバス以外に交通手段を持たな

いことからバスを利用する機会がいずれあると考え

られる。また送迎族についても、送迎を依頼できる

人の都合が悪ければバスを利用するより他ないこと

から、この層の人々もバスを利用する機会がいずれ

少なからずあると考えられる。いずれ利用の機会が

あるとすれば、注意や興味を抱く動機を持つはずで

ある。ただし、その動機は代替交通手段がまったく

ない公共交通族の方が高いと考えられる。その結果、

公共交通族ダミーの係数が送迎族ダミーのそれより

も高くなっていると考えられる。一方で、これらの

層と比べてマイカー族はそのような機会は少なく、

そのため注意を払ったり興味を持ったりする動機は

小さいと考えられる。モデルの推計結果は、この点

を反映していると考えられる。

　実験前のサービスレベルの係数は正の符号であり、

実験前のサービスレベルが高い地区の人ほど社会実

験に注意を払う傾向にあり、また興味を持ったとい

う結果となった。これは、実験前のサービスレベル

が低い地区の人であればバス交通に対して多くを望

んでおらず、それゆえ社会実験に注意や興味を持つ

人が少なかったと考えられる。

　以上より、帰無仮説は棄却され、実験前のサービ

スレベルが「注意」段階においては、住民の反応に

影響を及ぼす傾向があったこと、また「興味」段階

においては住民の反応に影響を及ぼしていたことが

明らかになった。さらにその影響は、サービスレベ

ルが低いと注意を払わない方向に作用し、また興味

を持たない方向に作用する。

　次いで「欲求」段階に着目する。公共交通族はバ

ス交通以外に利用可能な交通手段がなく、他の層と

比べて実験前にはより低いサービスレベルを甘受せ

ざるを得なかった。また送迎族も自分で自由に利用

できる交通手段を保有しておらず、公共交通族ほど

ではないにせよ同様の状況にあった。このため、低

いサービスレベルに適応して外出意欲が形成されて

いたものの、実験第一期において高いサービスレベ

ルを経験し、外出意欲が活性化した。一方でマイカ

ー族は自分で自由に利用できる交通手段を有してお

り、外出意欲をバスのサービスレベルに適応して形

成する必要がなく、それゆえ社会実験が実施された

からといって外出意欲がことさら活性化することも

なかった。このため、公共交通族、送迎族の順に値

の大きな（正の符号の）係数が得られたと考えられる。

　実験前のサービスレベルの係数は負の符号であり、

実験前のサービスレベルが高い地区の人ほど外出意

欲は活性化しなかったという結果となった。この結

果についても以上と同様の解釈が考えられる。実験

前のサービスレベルが低い地区の住民ほど控えめな

外出意欲を形成していたが、第一期における高いサ

ービスレベルのもとで、もはや控えめに外出意欲を

形成する必要がなくなった。一方で実験前に比較的

高いサービスレベルを享受していた人は、そうでな
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Table 6　Ｉｎｔｅｒｅｓｔモデルの結果

ｔ値パラメータ値説明変数
－８．２０５－１．２８６２＊＊定数項
４．０２９　０．５５４７＊＊送迎族ダミー
４．５２０　０．５８９６＊＊公共交通族ダミー
１．０９０　０．１１９９性別ダミー
－０．６８５－０．０７３１６０歳以上ダミー
１．８３９　０．１８６７＊最寄りバス停ダミー
２．３５６　０．１５０９＊＊実験前のサービスレベル

－５４２．０４１１初期尤度
－４２９．９１１０最終尤度

０．２０７尤度比
７４．０％的中率
７８２サンプル数

注）＊＊：危険率５％以下の確率で有意、＊：危険率１０％以下の確
率で有意。

Table 7　Ｄｅｓｉｒｅモデルの結果

ｔ値パラメータ値説明変数
－２．４３４－０．９２１８＊＊定数項
１．８６９　０．５６１８＊送迎族ダミー
３．６５６　１．０２７０＊＊公共交通族ダミー
－１．１５３－０．２７６６性別ダミー
０．３０７　０．０６４６６０歳以上ダミー
０．８９９　０．１８８７最寄りバス停ダミー
－１．６８０－０．２３２２＊実験前のサービスレベル

－１３６．５５００初期尤度
－９６．５１４１最終尤度
０．２９３尤度比
７５．１％的中率
１９７サンプル数

注）＊＊：危険率５％以下の確率で有意、＊：危険率１０％以下の確
率で有意。



い人と比べて、実験前から外出意欲が活性化されて

おり、実験によって改めて活性化することがなかった。

　以上より、帰無仮説は棄却され、実験前のサービ

スレベルが、外出意欲を活性化させることに影響を

及ぼす傾向を示していたことが明らかになった。ま

たその影響は、サービスレベルが低いと活性化する

方向に作用する。しかし、このことは、サービスレ

ベルが低いと人々はその低さに適応的に外出意欲を

形成していたためであると考えられる。

　５．おわりに

　以上の結果を踏まえると、実験前のサービスレベ

ルが実験における住民の反応に影響を及ぼす傾向を

示していると言える。具体的には、サービスレベル

が低いと外出意欲が活性化する方向ではあるものの、

意欲の形成に至る前段階である注意や興味段階では、

注意や興味を持たない方向に作用することがわかっ

た。

　この結果がわかったとして、「住民自身が注意や

興味を持っていないため、それはそれで仕方がない」

と片付けるのは乱暴である。そうではなく、前章に

考察したように、注意や興味を持っていないのは実

験前のサービスレベルが低いことそのものにも影響

を受けているという点が重要である。つまり、注意

や興味のなさは住民の自律的に選択したものではな

く、サービスレベルの低さという環境のもとで自然

と形成されたものである可能性が否定できない。

　このように、実験前のサービスレベルが低い地区

の住民には、反応の可能性や速度において一種のハ

ンディキャップを負っており、この点を計画者が考

慮する必要がある。すなわち、住民の反応をサービ

スに対する評価の表明と考えられるが、反応が鈍く

またわずかであったとしても、それが直ちに住民に

とってのサービスに対する最終的な評価となるわけ

ではない。これまでに公共交通に多くを望まず、そ

れに頼らずにすむ生活の習慣を形成している人にこ

そ、注意や興味を持ってもらうための取組みを戦略

的に行うとともに、住民の反応の解釈を適切に行う

ことが計画者に求められる。
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